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第１章 流域及び河川の概要 

内川は、東京の南部、大田区に位置し、大森地区の東海道本線付近からほぼ直線的に東流し、東

京湾に注ぐ、流路延長 1.55km、流域面積 3.25k ㎡の二級河川である。 

その流域は、大田区中馬込・東馬込・西馬込・南馬込及び品川区西大井地区にまたがっている。

現在は、東海道本線より下流が法定河川区間として定められ、その上流は下水道の幹線として整備

されている。池上通り付近より下流域は、背後地盤が低く下水道のポンプ排水区域として整備され、

雨水は内川へ流入せず東京湾へ直接排水されている。 

内川は、全川が潮汐に応じて水位が変動する感潮河川であり、河口部には高潮対策として内川水

門と排水機場が整備されている。 

また、河口部には干潟があり、多くの鳥類の休息、採餌の場となっており、地域の人々に潤いと

安らぎをもたらす身近な場所となっている。一方、内川の河岸は、コンクリートや矢板の直壁護岸

となっており、転落防止用のネットフェンスが設けられ、水辺に近づきにくい河川となっている。 

現在、流域の市街化率は 87.0％であり、東京都内でも人口密度が高く、工業特性の強い都市地

域となっている。 

 

表 1-1 内川流域の諸元 

流 域 特 性 諸   元 摘   要 

流 域 面 積 3.25k ㎡ 大田区 93.8%、品川区 6.2% 

市街化区域面積 2.82k ㎡ 全体の 87.0％ 

流 域 地 形 台地および低地 標高 5～40ｍ 

流 路 延 長 1.55kｍ 東海道本線から河口まで 

流 域 内 人 口 約 6.3 万人（令和 4年 1月） 大田区約 5.8 万人、品川区約 0.5 万人 

流 域 人 口 密 度 約 1.9 万人/k ㎡  

流 域 関 係 区 大田区、品川区  
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（地形・地質） 

内川流域は、標高 5～40ｍの武蔵野台地に位置し、標高 20～40ｍ前後の台地部と台地縁辺部の入

り組んだ谷部によって形成されている。その地質は、一般に関東ローム層と呼ばれているローム層、

砂礫よりなる武蔵野礫層、細砂、粘土よりなる東京層及び第三紀鮮新世から洪積世前期に堆積した

泥岩（土丹）よりなる上総層群で構成されている。 

また、内川沿川は、標高 2～5m の低地帯に位置し、沖積層と呼ばれる軟弱な土砂が厚く堆積して

いる。また、沿川の表層地質は、泥や砂の未固結堆積物となっており、平成 9年に実施した土質調

査によると、河口から 500ｍの区間の右岸側には軟弱な層があり、液状化する可能性があると予測

されている。このため、大地震などの自然災害に対して、極めて弱い地域である。 

 

※A.P.(Arakawa Peil)とは荒川工事基準面のことで、標高(T.P.)0ｍのとき、A.P.＋1.13ｍとなる。 

出典：「東京の低地河川事業」、令和 2年 7月 東京都建設局河川部 

図 1-2  地盤高図 

内川流域 

内川 
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（気 候） 

流域の気候は、太平洋岸気候区に属し、夏は南東の季節風が吹き蒸し暑く、冬は乾燥した北から

の季節風により晴天の日が多く寒い。東京管区気象台は平成 26年(2014 年)11 月まで「大手町」観

測所のデータ、平成 26年(2014 年)12 月より「北の丸」観測所のデータを使用している。 

昭和 56 年～令和 3 年の 40 年間の記録では、平均年間降水量は 1981 年から 2021 年の平均で

1,500mm 程度であり、全国平均約 1,700mm に比べると降水量は少ない。 

東京における近年の年間平均気温は、16℃前後であり、過去 100 年間で３℃程度上昇している。

特に夏場の最高気温が 30℃を超える回数が顕著に増加し、都市域独特の局地気候であるヒートアイ

ランド現象も出現している。 

近年、このような現象によるものと考えられる局地的な集中豪雨が増えている。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

出典 気象庁ホームページ 
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

  

図 1-3 東京の年間降水量、気温の変化 

(1981～2021 年) 
図 1-4 東京の年間降水量、最大雨量経年変化

(1981～2021 年) 

図 1-6 1 時間 50 ミリを超える発生要因別降雨数の経年変化
(昭和 55年～令和元年(過去 40 年間)) 

雷雨性豪雨 
台風・前線性豪雨 

 
 

図 1-5 東京の年平均気温経年変化（1905～2021 年）
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（人 口） 

流域の人口は、令和 4年 1月１日現在、約 63,000 人で、そのうち大田区が約 58,000 人、品川区

が約 5,000 人である。流域の大半を占める大田区の総人口 728,703 人の約 9％を占めている。 

また、大田区、品川区の住民基本台帳による人口は、両区とも昭和 60 年代から平成 10年頃にか

けて、人口は減少傾向にあったが、その後若干増加傾向にある。高年齢化率(老年人口の占める割

合)は、令和 4年では大田区が約 22.7％、品川区が 20.2％で年々増加している。 

流域の人口密度は 19,300 人/k ㎡で、東京都平均（6,287 人/k ㎡）の約 3 倍、東京都区部平均

（15,175 人/k ㎡）と較べても約 1.3 倍と高密度になっている。 

       【大田区】                 【品川区】 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳(各年 1月１日現在)より作成 

図 1-6 人口構成の経年変化 
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事業所数 事業所数 従業者数 従業者数

(所) の割合 (人) の割合

第一次産業 農業・林業・漁業 14 0.0% 97 0.0%

鉱業 0 0.0% 0 0.0%

建設業 2 164 7.3% 18 458 5.3%

製造業 4 229 14.3% 37 376 10.7%

電気・ガス・水道 14 0.0% 226 0.1%

運輸・通信業 1 780 6.0% 82 041 23.5%

卸売・小売業 6 733 22.8% 75 963 21.7%

金融業・保険業 338 1.1% 5 652 1.6%

不動産業 2 989 10.1% 10 531 3.0%

サービス業 11 236 38.1% 119 207 34.1%

29 497 100% 349 551 100%統　　計

第三次産業

産業大分類

第二次産業

（産 業）  

大田区の産業別従事者数の割合は、第一次産業が 0.0％、第二次産業が 16.0％、第三次産業が

84.0％となっており、東京都全体と比較すると第二次産業の割合がやや高くなっている。 

 

表 1-2 大田区の産業大分類別事業所数及び従業者数(平成 28 年) 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「平成 28 年 経済センサス-活動調査報告」大田区産業経済部産業振興課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 1-7 大田区の産業大分類別事業所数及び従業者数の割合 
出典：「平成 28 年 経済センサス-活動調査報告」大田区産業経済部産業振興課 

 

（土地利用） 

大田区では、戦後急速に都市化が進み、用途別土地利用面積比率は、平成 28 年では未利用地・

公園等・農用地・水面・森林・原野は約 13％と少なく、宅地・道路等が約 87％と大半が市街地と

なっている。 

市街化率(未利用地・公園等・農用地・水面・森林・原野の自然地等を除いた比率)の変化は、80％

前後で推移している。 
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     【用途別土地利用比率】              【市街化率の変化】 

  

  

 

 

 

 

 

 

      

  

注 1）市街化率は、未利用地・公園等・農地・水面・森林・原野を除いた面積の占める割合とした。 

図 1-8 大田区の用途別土地利用比率と市街化率の経年変化 

       資料：「東京の土地利用」都都市計画局都市づくり政策部土地利用計画課 

 

（交通） 

流域の主要な道路としては、国道 1号(第二京浜)、環状 7号線(都道 318 号)が通っており、流域

の南端には都道 421号(池上通り)が通っている。鉄道としては、ＪＲ東海道新幹線とＪＲ横須賀線

が平行し通っている。また。都営地下鉄浅草線が国道１号の下を通っている。 

一方、沿川の主要な道路としては、下流を国道 15号(第一京浜)が横断し、鉄道としては、上流

端をＪＲ東海道本線とＪＲ京浜東北線が、下流を京浜急行本線が横断している。 

 

（歴史と変遷）  

明治時代の内川は、山王・馬込・池上の沼や湧水を集めて流れる 3 つの川が現在の富士見橋の

300ｍ程南で合流して東流し、大森駅の付近で北に進路を変えて、旧東海道（内川橋）を横断して

東京湾に注いでいた。その頃の馬込には、あちらこちらに沼や湧水があって農家の人達が取れた野

菜を洗っていた。 

その後、耕地整理に伴い大正 6年に現在の流路に付替えられて水深が深くなってからは、海苔船

や漁船が行き交うようになり、それが昭和 30 年代まで続いた。「大森および周辺地域の海苔生産用

具」は、国の重要有形民俗文化財に指定されている。 

内川上流では、昭和 10 年頃まで摘田（田植えをせずに、種もみを蒔く粗放的な水田）が行われ

ていたが、摘田は周辺の台地から浸出する湧水を利用していたため、内川の水を摘田の水として利

用することはなかった。 

また、内川下流の平地部では東京湾からの海水の遡上によって海水濃度が高く、農業用水には適
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さなかったため、明治末期から昭和初期にかけて、多摩川から呑川を経由して導水された「六郷用

水」が農業用の水として使われ、内川は「六郷用水」の排水路として利用されていた。 

大正 7年に水道が普及するまでは、内川上流の水は沿川住民の飲み水として利用されており、内

川の境橋上流の堰で水を汲む「水屋」が生計を立てていた。 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
明治時代の海苔生産の様子が描かれた｢大森朝乃海」        国の「重要有形民俗文化財:大森及び周辺地域の海苔生 
(1880 小林清親)                        産用具」  
出典：区民クラブおおた第 12 号(1996)              大田区郷土博物館 
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図 1-9 内川流路の変遷 
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第２章 河川整備の現状と課題 

第１節 洪水、津波、高潮等による災害の発生の防止又は軽減に関する事項 

（水害）  

内川沿川は、地盤が低く、洪水や高潮などの水害を被りやすい地形となっている。このため、既

往最大の高潮（A.P.+4.21ｍ）を記録した大正 6 年の台風、カスリーン台風（昭和 22 年）、キティ

ー台風（昭和 24 年）、狩野川台風（昭和 33年）などにより多くの水害に見舞われてきた。 

しかし、近年においては昭和 42 年～44年に内川水門及び内川排水機場が整備されて以来、高潮

に対する治水安全度が大きく向上し、平成 13 年の台風 15 号では、キティー台風と同程度の高潮を

記録したが、高潮による水害は発生しなかった。 

表 2-1 近年の高潮 

高潮の要因 最高潮位 測定地点 

昭和 54 年台風 20 号 A.P.+3.55ｍ 亀島川水門付近 

平成 13 年台風 15 号 A.P.+3.15ｍ 亀島川水門付近 

平成 29 年台風 21 号 A.P.+2.98ｍ 亀島川水門付近 

〔参考〕昭和 24 年キティー台風 A.P.+3.15ｍ 中央区明石町 

一方で、時間雨量 50mm を超える集中豪雨が都内全域では毎年のように発生しており、内川では、

昭和 60 年の集中豪雨以来、何度か内水による浸水被害に見舞われている。中でも平成 2 年 9 月の

時間最大雨量 96mm/hr を記録した集中豪雨では、浸水面積 5ha の被害を、平成 10 年 8 月の時間最

大雨量 48mm/hr を記録した集中豪雨では、浸水面積 4.2ha の被害を受けている。 

表 2-2 内川の主要浸水実績 

災害種類 年月日 
浸水面積 
(ha) 

浸水家屋数 
（棟） 

時間最大雨量 
(mm/hr) 

日雨量 
(mm/hr) 

原因 

カスリーン台風＊ S22.9 11,433.00 125,208 35 － 高潮 

キティー台風＊ S24.8～9 9,201.00 137,878 13 － 高潮 

狩野川台風＊ S33.9 21,103.00 464,030 69 － 高潮 

集中豪雨 S60.07.14 1.0 79 － － 内水 

集中豪雨 S61.07.23 0.2 18 6.0 6.0 内水 

台風 10号 S61.08.04 0.1 1 20.0 148.0 内水 

雷 雨 S62.07.25 0.42 34 35.0 36.0 内水 

雷 雨 S63.08.11 0.04 3 51.0 134.0 内水 

雷 雨 H01.08.01 0.32 25 63.0 166.0 内水 

集中豪雨 H02.09.13 5.04 259 96.0 121.0 内水 

台風 15号 H03.09.07 0.01 1 41.0 41.0 内水 

台風 18号 H03.09.19 0.01 1 60.0 166.0 内水 

集中豪雨 H06.08.20-21 0.22 12 25.0 32.0 内水 

集中豪雨 H10.08.03 4.20 177 48.0 50.0 内水 

集中豪雨 H11.08.29 0.23 31 77.0 78.0 内水 

集中豪雨 H14.08.04 0.11 10 40.0 52.0 内水 

集中豪雨 H15.10.13 0.18 20 43.0 43.0 内水 

集中豪雨 H16.10.09 0.09 6 34.0 182.0 内水 

雷雨 H16.10.20 0.12 6 33.0 178.0 内水 

雷雨 H26.07.20 0.23 67 60.0 72.0 内水 

 *印は東京都全域のデータである (雨量は東京管区気象台 ) 

出典： ｢水害記録｣東京都建設局河川部 
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（治水）  

 （１）高潮対策 

内川が位置する東京都東部の低地帯は、地盤が低く軟弱なため、高潮、洪水、大地震等の自然災

害に対して極めて弱い地域となっている。 

このため、高潮を防止するために、東京市時代の昭和 9年に総合高潮防御計画を策定（後に戦局

悪化により中止）したのを皮切りに、昭和 24 年には第一次高潮対策事業（キティー台風による

A.P.+3.15ｍの高潮に対応）、昭和 32 年には第二次高潮対策事業（既往最大である大正 6 年の台風

による A.P.+4.21ｍの高潮に対応）を実施したのち、昭和 38 年には伊勢湾台風級の大型台風がも

たらす高潮（A.P.+4.1ｍ）に対処できるよう東京高潮対策事業を開始している。 

また、平成 7 年 1 月の阪神・淡路大震災を契機に、河川施設の耐震対策を大森橋下流で平成 17

年度から 21 年度にかけて実施した。平成 23 年 3 月の東日本大震災において東北地方を中心に既

往の想定を上回る津波等により甚大な被害が発生したことから、将来にわたって考えられる最大級

の強さを持つ地震に対応するため、平成 24 年 12 月に「東部低地帯の河川施設整備計画」を策定

し、昭和 44 年 8 月に設置された内川水門及び内川排水機場の耐震補強が行われ、内川水門は平成

27 年度、内川排水機場は令和 3年度にそれぞれ完了している。令和 3年 12 月には「東部低地帯の

河川施設整備計画(第二期)」を策定し、この計画に基づき、内川では護岸の耐震化を図っていく。 

 

（２）洪水対策 

内川は耕地整理に伴い大正 6 年に現在の流路に付替えられて後、昭和３～４年に護岸がコンク

リート化された。昭和 40 年 4 月に東海道本線より下流が法定河川区間として定められ、その後、

昭和 56 年 2 月に下水道の都市計画決定に伴い、東海道本線より下流は暗渠化され下水道とする方

向となった。しかし、昭和 63 年の中小河川暗渠化見直しにより、東海道本線より下流の暗渠化が

見直され、水面を残す方向で下水道局と調整した結果、雨天時における下水道から内川への放流量

は 18ｍ3/s となった。現在内川では、下水道からの放流量 18ｍ3/s の流下能力を確保している。 

表 2-3 内川の計画経緯 

年 月 内 容 備 考 

昭和 40 年 4 月 二級河川指定  

昭和 44 年 8 月 内川排水機場完成  

昭和 56 年 2 月 下水道の都市計画決定 全川暗渠化 

昭和 63 年 11 月 中小河川暗渠化見直し  

平成 4 年 2 月 下水道都市計画変更 暗渠化取り止め 
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（下水道整備状況） 

流域内の下水道の雨水排水系統は、概ね流域の東側地域の雨水は馬込東幹線で、西側の雨水は馬

込西幹線で受け、東海道本線付近で一部の雨水を内川に放流し、残りの雨水は新大森幹線へ流下し

ている。この新大森幹線は、東海道本線橋梁より四之橋間の 750ｍにわたって内川の下約 11.5ｍの

所に布設されている。池上通り付近より下流域は、下水道の大森東ポンプ所の流域になっており、

その地域に降った雨は新大森幹線を通して、大森東ポンプ所に集められ、京浜運河にポンプ排水さ

れている。さらに、流域内の治水安全度の向上のため、馬込東二号幹線、馬込西二号幹線及び馬込

幹線上流部が整備されており、流入した雨水は管内で暫定貯留している。 

なお、将来は馬込幹線下流部を延伸し京浜運河に直接排水（一部の雨水は内川に放流）する計画

としている。 

 

 

図 2-1 内川流域の下水道整備状況（令和 3年 3月現在） 
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第２節 河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持、並びに河川環境

の整備と保全に関する事項 

内川など都内の二級河川は、古くから生活用水の提供・舟運等、流域に住む人々の生活に深く係わ

ってきたが、流域の土地利用の高度化、河川の水質悪化、流量の減少等を招き、河川本来の姿を変え

ていった。 

東京都では、こうした状況から、河川環境に係わる施策を総合的かつ計画的に実施するため、平成

８年１月に「環境管理基本計画」を策定している。この計画に基づき、東京都、関係自治体において

内川の河川環境の向上に努めているところである。 

 

（水量） 

内川の流域内はすべて下水道の幹線となっており、源流・水源を持たないため、平常時に流入す

るものは、河床や護岸からの浸出水がわずかに見られる程度である。内川は全川が感潮域であり、

平常時の水位は潮の干満に左右されている。 

 

        （満潮時）                 （干潮時） 

写真 2-1 河川上流部の満潮時と干潮時の状況(ＪＲ東海道本線鉄橋) 

 

写真 2-2 護岸からの浸出水の状況(諏訪橋上流右岸) 
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（水質） 

内川の水質は、昭和 30 年から 40 年代に悪化したが、下水道の普及に伴い近年の水質調査では、

平成 30 年度が 1.6mg/l、令和元年度が 1.3mg/ l、令和 2年度が 1.8mg/l と各年度ともＢＯＤ75％

値 1～2mg/ l で推移しており、環境基準値（平成８年度以前：Ｅ類型 ＢＯＤ10mg/l 以下、平成

９年度以降：Ｃ類型 ＢＯＤ5mg/l 以下）を満足している。また、平成７年から平成８年にかけて、

水質改善のため、大田区による水質浄化施設が設置されている。なお、内川流域は、合流式下水道

となっており、平常時の流入水量はほとんどないが、雨天時には、汚水交じりの雨水が放流される

ことから、水質悪化の原因の一つとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東京都環境局（「公共用水域の水質測定結果」総括編） 

図 2-2 富士見橋のＢＯＤの変遷 

 

     （諏訪橋上流）            （水質浄化装置稼働状況） 

  写真 2-3 水質浄化装置（ばっき装置） 

（水利権・漁業権） 

現在、内川では水利権・漁業権は設定されていない。 
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（河川の生態系） 

内川の河岸は、矢板やコンクリート直壁護岸からなり、河道は直線的で単調な形態となっている。

河口部には、干潮時に露出する干潟があり、動植物の生息･生育環境が形成されている。                     

 

    

     写真 2-4 直壁護岸状況（四之橋上流）       写真 2-5 干潮時に出現した干潟（河口部） 

 

〔植物〕  

現在、内川では下流部左岸の管理用通路に、ハナミズキやツツジ等の植栽が行われている。また、

上流部の一部区間では大田区による、植生環境に配慮した護岸の整備が行われている。 

 

              写真 2-6 大田区による環境整備（新橋下流左岸） 

 

 

〔魚類〕 

魚類については、11種の魚類が確認され、その中には重要種を含む水生生物も確認されている。 

 

〔鳥類〕 

運河海域では 48 種の鳥類が確認されている。 

海岸のテトラポットなどの様々な人工構造物上では休息や採餌するシギ類、サギ類が確認されてお

り、砂浜や芝地では採餌するオオバン、コチドリ、ムクドリ、ハクセキレイなどが確認されている。 
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〔その他の動物〕 

干潮時に干出する干潟を有する内川では、比較的多くの種類が確認され、護岸壁面部にはヒナハ

ゼやクロベンケイガニ、干出する泥質干潟ではカワゴカイやヤマトオサガニの良好な生息環境とな

っていた。 

 

表 2-4 内川で見られる主な生き物 

魚類 
コイ、スズキ、ボラ、ウロハゼ、マハゼ、アベハゼ、マサゴハゼ、チチ

ブ、ヒナハゼ、ビリンゴ、ドロメ 

底生動物類 

タテジマイソギンチャク、タマキビガイ、コウロエンカワヒバリガイ、マ

ガキ、ヤマトシジミ、カワゴカイ、イトゴカイ、カンザシゴカイ、タテジ

マフジツボ、アメリカフジツボ、シロスジフジツボ、ユンボソコエビ、ヨ

コエビ、コツブムシ、フナムシ、テナガエビ、ユビナガスジエビ、チチュ

ウカイミドリガニ、クロベンケイガニ、タカノケフサイソガニ、ヤマトオ

サガニ 

鳥類 

ヒドリガモ、マガモ、カルガモ、オナガガモ、ハシビロガモ、コガモ、ホ

シハジロ、キンクロハジロ、スズガモ、カイツブリ、カンムリカイツブ

リ、キジバト、カワウ、ササゴイ、アオサギ、ダイサギ、コサギ、オオバ

ン、アマツバメ、コチドリ、チュウシャクシギ、キアシシギ、イソシギ、

キョウジョシギ、ユリカモメ、セグロカモメ、ウミネコ、コアジサシ、ト

ビ、チョウゲンボウ、ハシボソガラス、ハシブトガラス、ヒバリ、ツバ

メ、イワツバメ、ヒヨドリ、メジロ、オオヨシキリ、セッカ、ムクドリ、

ツグミ、ジョウビタキ、イソヒヨドリ、スズメ、ハクセキレイ、カワラヒ

ワ、カワラバト、ホンセイインコ 
注１） 赤字は「環境省レッドリスト 2020」もしくは「レッドデータブック東京 2020」に掲載種、青

字は「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」に掲載種 

  



 －17－

（河川の親水性） 

現在の内川は、直線的な平面線形の上、河岸は矢板やコンクリート直壁護岸となり、事故防止用

ネットフェンスが設置されている。かつて海苔船が行き交っていた頃の川らしい景観が失われ、水

辺に近づきにくい河川となっている。潤いと安らぎのある水辺空間を再生するために、平成 10～

12 年度に下流部左岸に遊歩道の整備を実施している。また、上流部の一部区間においては動植物

の環境に配慮した整備を実施し、下流部においては多様な生物の生息、生育環境に配慮した整備を

実施している。 
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第３章 河川整備計画の目標に関する事項 

（河川の将来像） 

東京の中小河川は、様々な都市機能が集中する首都“東京”を支える基盤として、洪水などの災

害から都民の生命や財産などを守る大きな役割を担っている。本計画では治水水準について、１時

間あたり 50 ㎜規模の降雨による洪水を安全に流下させることを目標としているが、将来的には、

流域全体で概ね 50～100 年に１回程度の確率で発生する降雨に対応できるよう治水水準の向上を

図り、都民が安心して生活できる川を目指していく。 

また、各々の川がそれぞれの地域に活きていることを踏まえ、その地域の個性を活かしたものと

する必要がある。このため、地域の人々との協力を通して、「地域に活きた親しめる川の復活」を

進め、望ましい川の姿を実現していく。 

（計画の基本理念） 

内川は、かつて海苔船や漁船が行き交う地域住民の生活と結びつきの強い川で、また、トンボ採

り等を楽しむ子供達の遊び場ともなっていた。しかし、流域の都市化に伴い、河道は洪水を安全に

流下させることに主眼がおかれた直線的な直壁コンクリート護岸に覆われたものとなり、下水道の

整備等によって平常水位が減少したため、次第に川らしさが失われ、地域住民が愛着を感じること

の少ない川となってしまった。河口には東京では珍しくなった干潟が広がり、比較的多くの魚介類

が生息しているが、河川は転落防止用ネットフェンスで覆われ、水辺に近づきにくく親水性が低い

河川となっている。近年、河川に対して治水機能だけではなく、自然環境や親水性等様々な機能が

求められるようになってきている。 

また、治水面では、地盤が低く軟弱なため、大地震等の自然災害に対して極めて弱い地域となっ

ている。 

内川においては、護岸、水門、排水機場等の河川施設の整備により、洪水、地震に対する安全性

を確保するとともに、河川管理上支障のない範囲で魚やトンボのいる豊かな自然環境を保全・創出

し、人とそれらの自然環境・川との関わりが深まるような整備を図り、子供達の遊び場となってい

たような、かつての内川の姿を取り戻す必要がある。 

以上の視点から、「まちとともに活きる水辺の実現」、「いきものたちと出会える水辺の創出」

を河川整備計画の基本理念として定め、地元自治体や地域住民、NPO 等との連携、協働により地域

づくりと密接に関わり合った河川の整備を実施する。 
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第１節 計画対象区間及び計画対象期間 

（計画対象区間） 

本計画の対象とする区間は、法定河川全川とする。 

表 3-1 計画対象一覧 

河川名 全延長 対象区間 上流端 下流端 

内川 1.55km 1.55km 
左岸：大田区大森西一丁目地先 

右岸：大田区大森西四丁目地先 
東京湾 

 

（計画対象期間） 

本計画の対象とする期間は、概ね 30 年間とする。 

なお、本整備計画については、洪水等に対する整備水準の見直し、流域の状況の変化や新たな知

見、技術革新、下水道事業の整備状況などにより、計画期間内であっても必要に応じて本計画の見

直しを行う。 

 

第２節 洪水、津波、高潮等による災害の発生と防止又は軽減に関する事項 

（洪水、高潮対策） 

洪水による災害の発生の防止及び軽減に関しては、下水道から内川への放流量 18ｍ3/s に対し

て、安全であることとする。 

高潮による災害の発生の防止及び軽減に関しては、昭和 34 年の伊勢湾台風と同規模の台風が、

東京湾及び主要河川に対して最大の被害をもたらすコースを進んだときに発生する高潮（A.P.+4.1

ｍ）に対して、安全であることとする。なお、高潮による水門閉鎖時には、湛水位 A.P.+2.50ｍを

もって計画高水位を設定する。 

 

 

 

 

図 3-1 内川計画流量配分図 
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（地震水害対策） 

将来にわたって考えられる最大級の強さを持つ地震に対して、護岸と水門等の機能を保持し、津

波等による浸水を防ぐために、耐震・耐水対策事業により、今後、護岸等の耐震性を確保していく。 
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第３節 河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持、並びに河川環境

の整備と保全に関する事項） 

内川の望ましい河川環境を保全・創造していくために策定した「環境管理基本計画」（平成８年

１月東京都）に基づき、生物の多様な生息・生育空間など良好な河川環境の保全・創出に努めてい

く。 

内川は、沿川の下水道の整備の進展や湧水の減少等により、平常時の流量はほとんどなく、内川

の水位は、海の潮位と連動している。流水の正常な機能を維持するため必要な流量に関しては、水

質維持、動植物の生息、景観の保全などに必要な維持流量を設定し、その確保に努める。 

また、内川は、都市の中で残されている生き物に富む貴重な自然環境であることから、治水や河

川管理上支障のない範囲で、干潟を中心とした良好な河川環境の保全を積極的に図っていくととも

に、人々が水辺に親しみ、自然とふれあえる河川として、管理用通路の緑化や生態系に配慮した新

たな自然環境の創出など、親水機能を高めた河川整備に努める。 
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第４章 河川整備の実施に関する事項 

第１節 河川工事の目的、種類及び施行の場所並びに当該河川工事の施行

により設置される河川管理施設の機能の概要 

（河川工事の目的、種類及び施行の場所） 

（１）洪水、津波、高潮等による災害の発生の防止又は軽減に関する事項 

洪水に対する安全性を確保した上で、老朽化している護岸を強化するとともに、将来にわたって

考えられる最大級の強さを持つ地震に対応するため、耐震性を確保していく。 

実施にあたっては、親水性を高めた河道の整備に努める。また、地元関係機関と連携して河川管

理上支障のない範囲で河川管理用通路等への植栽に努める。 

 

表 4-1 地震時の水害等の防止に係る河川工事の種類及び施行の場所 

工事の種類 河川管理施設 施行場所 

洪水・耐震対策 護岸、水門、排水機場 
水門から東海道本線交差部まで 

（延長 1.55kｍ） 

 

 

写真 4-1 洪水・耐震対策区間現況（新田橋下流） 

  

 

 

 

 

 

 

図 4-1 整備箇所図  

洪水・耐震対策区間 L=1.55km

耐震整備済区間 

耐震未整備区間 
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（親水空間の整備） 

河川管理用通路の整備にあたっては、可能な箇所で地元関係機関と連携し、水辺に親しめる歩道

としての利用に配慮するなど、親水性の向上に努めるとともに、スロープの整備など、バリアフリ

ーに配慮する。 

また、公園や公共施設などと河川が隣接している箇所については、関係機関と連携して、河川と

背後地との一体的な整備に努めるとともに、地元関係機関と連携し、管理上支障のない範囲で河川

管理用通路等への植栽に努める。 

 

表 4-3 環境整備に係る河川工事の種類及び施行の場所 

工事の種類 施行場所 機 能 

親水空間の整備 大森橋から新田橋 (延長 1.00kｍ） 親水機能の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4-3 四之橋から下流の現況 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3 整備箇所図 

 

 

 

 

 

 

整備区間 1.00km 

護岸整備済区間 

護岸未整備区間 
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写真 4-4 内川における親水空間の整備例（富士見橋下流付近） 

 

 

 
図 4-4 標準断面図（河口から大森橋） 

 

 

 

図 4-5 標準断面図（大森橋から新田橋） 
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第２節 河川維持の目的、種類及び施行の場所 

河川の維持のうち、洪水、高潮等による災害の防止又は軽減にあたっては、関連する情報を的確に

収集するほか、河道、護岸、及びその他の河川管理施設等を良好な状態に保ち、その本来の機能が発

揮されるよう、異常の早期発見に努め、適切な維持管理を行う。また、災害に対して迅速かつ的確に

対処する。 

河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持並びに河川環境の保全にあたっては、現況の流水

機能、河川の秩序ある利用形態を維持するとともに、地域特性に応じて親水機能や生態系保持機能の

維持、保全に努める。 

また、実施にあたっては、適正な維持が行えるよう、区などの関係機関と連携を図ると共に、河川

で活動している市民団体の活動を支援し、住民参加による河川維持を推進する。 

なお、内川においては、「特別区における東京都の事務処理の特例に関する条例」に基づき、地元

区と役割分担をし、河川の維持修繕及び維持管理などを行っていく。 

 

（洪水、津波、高潮等による災害の発生の防止又は軽減に関する事項） 

（１）護岸や水門等の河川管理施設について、洪水・高潮等に対する所要の機能が発揮されるよ

う、巡視、点検等により状況を把握するとともに、補修、更新等の必要な対策を行う。 

表 4-2 高潮、洪水、地震水害の防止又は軽減に関わる主な河川管理施設等 

主な河川管理施設等 施行の場所 

護岸・管理用通路等 全川（延長 1.55kｍ） 

水門 内川水門 

排水機場 内川排水機場 

（２）水門等の管理について、安全性、迅速性、確実性を向上させるために導入した遠隔監視制

御方式による水門管理システムの必要な維持管理を行う。 

（３）洪水発生等により河道内に堆積した土砂について、適正に浚渫を行う。 

（４）河川敷内の草木については、河道を保全し、流下阻害を防ぐため適正に管理する。除草の

時期や方法については、生態系にも配慮して決定する。 

（５）洪水・高潮時の的確な水防、警戒避難及び復旧に資するため、水防災総合情報システムや

各観測施設により、気象情報、雨量、水位、画像等のリアルタイム情報を収集する。 

（６）水防上注意を要する箇所を定め、水防管理者に周知するとともに、水防訓練を実施するな

ど、水防管理者との連携による洪水対策を行う。 

（７）洪水・地震等の発生により護岸等の河川管理施設が被災した場合には、迅速かつ的確に復

旧対策を行う。 
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（河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持、並びに河川環境の保全に関

する事項） 

（１）内川の流量については、関係機関と連携して地下構造物への湧水の導水などについて検討

し、可能な限りその確保に努めていく。 

また、関係機関と連携して水量・水質の調査を定期的に実施し、水質の現状を把握するととも

に、生活排水に関する啓発活動等を進めることで、水量・水質の維持・保全に努めていく。 

（２）動植物などに配慮した良好な河川環境の維持管理を図るために、地域住民、ＮＰＯなどと

連携し、植栽管理や河川清掃などを実施するほか、動植物などのモニタリング調査を実施し、そ

の結果を施策に反映させる。 

（３）親水施設等の河川管理施設について、その機能が確保されるよう、関係機関、市民団体と

連携し、適正に維持管理を行う。 

（４）秩序ある水面利用に支障となる放置船舶等について、関係機関と連携して適正化を図る。 
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第５章 河川情報の提供、地域や関係機関との連携等に関する事項 

第１節 河川情報の提供に関する事項 

洪水による被害を最小限にとどめるために、浸水予想区域図（平成 30年 12 月改定）による情報

提供や区による洪水ハザードマップ等の作成支援を行うとともに、インターネットやスマートフォ

ンによる雨量、水位などの洪水情報の提供・充実、区による警戒避難体勢の充実、防災教育など、

関係機関と連携してソフト対策を推進する。 

また、多様化する流域住民の高いニーズに応えるため、治水のみならず河川に関する様々な情報

について、インターネットや各種印刷物での提供や、河川愛護月間の取り組みを推進するなどの広

報活動により、河川の整備及び河川愛護に広く理解が得られるよう努める。 

 

図 5-1 城南地区河川流域浸水予想区域図（平成 30 年 12 月改定） 

 

第２節 地域や関係機関との連携等に関する事項 

（情報、意見の交換） 

流域連絡会等の場を活用して、河川の整備、維持管理について地元自治体や地域住民との情報や

意見の交換を行い、河川管理上支障のない範囲で地域の意向反映に努めるとともに、河川に対する

住民と行政との共通認識を醸成し、良好なパートナーシップの形成に努める。 
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（河川愛護活動） 

河川清掃など、日常的な管理については、関係機関と連携して意欲的に活動する市民団体等を支

援するなど、住民参加を推進していく。 

 

（総合的な学習） 

身近な自然体験の場である河川を環境学習に活用するため、地域や関係機関による活動を支援

する。 

 

（広域防災機能） 

地震発生後の防災用水として、関係機関と連携し、流域河川の河川水の有効利用に努め、地域の

防災機能の強化を支援する。 

 

（水質事故への対応） 

水質事故について、流域自治体や関係機関と連携して被害の拡大防止、円滑な現状回復に対応す

る。 

第３節 総合的な治水対策の取り組み 

東京都では、総合的な治水対策を推進するため、都内区市町村と連携して「東京都総合治水対策

協議会」を設置し、雨水流出抑制施設として貯留・浸透施設の設置について各開発事業者に対して

協力の依頼を行っている。 

河川・下水道等の治水施設の整備をこれまで以上に相互に連携を図りながら進めるとともに、都

市化が進行している流域の現状を踏まえ、降った雨をできるだけその場に溜め、地下水涵養ととも

に河川の平常流量の回復にも寄与するよう、望ましい水循環の形成を推進する。 

また、東京都では「東京都豪雨対策基本方針」を策定(平成 19年 8 月策定、平成 26年 6月改定)

し、河川整備、下水道整備、流域対策、家づくり、まちづくり対策などを推進している。 

さらに、令和元年度東日本台風において、全国各地で戦後最大を超える洪水により甚大な被害が

発生したことを踏まえ、「城南地区河川外 3 河川流域治水プロジェクト」を策定(令和 3 年 8 月策

定、令和 5 年 3 月更新)し、内川流域における洪水や高潮による浸水被害の軽減に向けた取り組み

を行っている。 




